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【手続補正書】
【提出日】平成23年7月25日(2011.7.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
分散媒体に強化繊維束を投入する工程（Ｉ）、前記強化繊維束を構成する強化繊維が前記
分散媒体中に分散したスラリーを調製する工程（ＩＩ）、前記スラリーを工程（ＩＶ）に
輸送する工程（ＩＩＩ）及び前記スラリーより分散媒体を除去して強化繊維を含む抄紙基
材を得る工程（ＩＶ）を少なくとも有し、前記工程（Ｉ）および工程（ＩＩ）は分散槽で
行われ、前記工程（ＩＶ）は抄紙槽で行われ、前記工程（ＩＩＩ）は前記分散槽と前記抄
紙槽とを接続する輸送部で行われ、前記輸送部において前記スラリーが層流状態または層
流から乱流への遷移域の状態で輸送される、強化繊維基材を含む抄紙基材の製造方法。
【請求項２】
前記工程（ＩＩＩ）において、分散槽を抄紙槽より高い位置に配置して抄紙槽へスラリー
を輸送する、または、スラリーの入った分散槽内の内圧を高くして抄紙槽へスラリーを輸
送する、請求項１に記載の抄紙基材の製造方法。
【請求項３】
前記輸送部が複数の輸送部からなる、請求項１または２に記載の抄紙基材の製造方法。
【請求項４】
Ｂ型粘度計で測定される前記分散媒体の粘度が２～１００ｍＰａ・ｓである、請求項１～
３のいずれかに記載の抄紙基材の製造方法。
【請求項５】
前記輸送部における前記スラリーの流速が０．０１～１０ｍ／ｓである、請求項１～４の
いずれかに記載の抄紙基材の製造方法。
【請求項６】
前記輸送部の断面形状が円形または多角形である、請求項１～５のいずれかに記載の抄紙
基材の製造方法。
【請求項７】
前記スラリー中の強化繊維の質量含有量が０．０１～１質量％である、請求項１～６のい
ずれかに記載の抄紙基材の製造方法。
【請求項８】
前記強化繊維束の長さが１～５０ｍｍである、請求項１～７のいずれかに記載の抄紙基材
の製造方法。
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【請求項９】
前記強化繊維が炭素繊維であり、かつ、前記炭素繊維のＸ線光電子分光法により測定され
る表面酸素濃度比Ｏ／Ｃが０．０５～０．５０である、請求項１～８のいずれかに記載の
抄紙基材の製造方法。
【請求項１０】
前記スラリーが水系スラリーである、請求項１～９のいずれかに記載の抄紙基材の製造方
法。
【請求項１１】
前記抄紙基材の目付が１０～５００ｇ／ｍ２である、請求項１～１０のいずれかに記載の
抄紙基材の製造方法。
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